
令和７年度事業報告及び決算報告 
（令和 8 年 6 月 3 日 理事会承認） 

 

Ⅰ  事業報告 

 

 １ 事業の概要 

令和 7 年度は、気象災害による事業への直接的な影響は限定的であったものの、夏期の猛

暑下での作業が常態化しており、作業従事者の安全確保や作業効率の維持・向上への取組

が喫緊の課題となった。 

 

林業を取り巻く情勢としては、相次ぐ国際紛争を背景としたエネルギー価格や原材料価格

の高止まりが続き、年度末には、直接的な資材である獣害防止ネットや作動油､接着剤等の

供給が停滞するなど不安要素が顕在化し、これらに労務コストの上昇が相まって、生産コスト

を一層押し上げる要因となっており、今後もこの傾向が続くことが懸念される。 

木材需要の面では、全国的には、住宅着工戸数の低迷と建築資材の調達難から住宅建築

が減少する一方で、不安定な国際情勢や為替の変動により外材から国産材への転換の動き

は引き続き加速しており、県内で本格稼働となった 10 万㎥規模の製材需要が牽引役となり、

旺盛な木質バイオマス需要とともに令和 7 年度の原木需要は大幅に増加し、供給力のさらな

る強化が求められた。 

 

本機構においては、このような需要拡大に対応するため、県内の森林組合や林業事業体と

緊密に連携するとともに、新規起業者を支援する生産体制の強化や、海部、那賀、阿南、美

馬に展開する集荷土場での安定供給に注力した結果、生産販売量は過去最大を更新する 7

万㎥超えに達し、収益等事業における事業収益は前年度比 2 割増となる 7 億円を確保した。 

公益目的事業においては、森林整備の国庫補助金の動向により、収入間伐や再造林など

の事業量が低下したものの、市町と連携した森林管理情報事業をはじめ緑の募金事業や林

業アカデミー事業は概ね計画どおり実施した。 

 

この結果、公益目的事業では森林整備事業費が減少した反面、収益等事業での木材生産

販売額の大幅な伸長で経常収益が黒字化した。さらには、公益法人の会計基準の見直しに備

える「とくしま絆の森」の特定資産の解除（振替）と合わせ、当期経常増減額は約 1 億 9,600 万

円となった。 

また、令和 3 年から 12 年までの第 3 期経営改善計画の中間見直しでは、これまでの改善

を元に新たな指標を加え、令和 12 年度改善目標額を当初計画から 1 億円上方修正した△53

億円に設定し、目標達成に向けた取り組みを加速させる。 

 

 

［公益目的事業］ 

 

  １  公的森林経営事業  （公益目的事業１） 

 森林取得による公有林化の推進において、分収林の買取 93ha（累計 2,386ha）、私有林の

買取では 83ha（累計 620ha）を実施した。 

 このことにより、公有林化の面積は、絆の森（1,806ha）と合わせて、当機構の所



有林は合計 4,812ha となり、分収林（買取未済）5,340ha と一体的に経営する森林を拡大し

た。 

 これらの森林について、森林経営計画（属人）に沿った適切な森林の育成を促すため、間

伐等の施業による 308ha の森林整備を実施した。 

 また、同計画に基づき、新たに J-クレジットの発行を目指し、吉野川流域の経営林を対象

として申請を行っており、次年度以降、約 10 万 t-CO2 の発行手続きへと進む予定である。 

なお、管理受託森林（3,597ha）と合わせて、公有林と私有林の一体的管理を推進する森

林経営管理面積の合計は、13,751ha となった。 

 

２  森林管理推進事業  （公益目的事業２） 

       「徳島・吉野川」「阿南・那賀」「海部」の 3 か所のハローフォレストを拠点に、令和 2 年度より

継続してきた森林所有者への意向調査も一巡し、調査結果に技術的調査を加えて抽出され

た候補森林において、林業事業体と事業化検討を進めるとともに、令和 7 年度からは「市町委

託」を希望する所有者に対し具体的な経営方針等に関する個別回答を開始した。 

また、従来は境界確認が困難であった地区において、航空レーザ等のリモートセンシング

データを活用した「森林境界明確化事業」を推進し、新たに 2,981ha の境界が明確化されるな

ど、事業の大幅な効率化が図られている。 

さらに、ハローフォレストでの調査に基づき、「とくしま森林バンク」が実施している放置林整

備事業では、間伐事業 181ha が実施され、これらの整備実績を順次、J-クレジットの発行対

象森林としている。 

 

３  緑の募金事業  （公益目的事業３） 

令和 7 年度の「緑の募金」は、市町村支部をはじめとする皆様からの幅広いご支援により、

前年度実績および目標を上回る 3,725 万円が寄せられた。 

特に、近年は、気候変動対策を見据えた企業の森づくり活動「とくしま協働の森づくり事業」

への参画意欲が高まっており、ＦＡＢ等の森林整備 78ha と、“使う緑化”での県産材遊具の 4

件の寄贈をコーディネートするなど、脱炭素や企業の社会貢献活動として本事業は広く定着し

てきた。 

加えて、生物多様性保全への関心が高まる中、「協働の森」の「自然共生サイト」認定に向

けた研究に取り組み、「30by30」目標への貢献を図るなど、事業のさらなる進化を図っている。 

また、各支部（市町村）で実施する「市町村等緑化交付金事業」を通じ、身近な環境緑化の

推進や緑の少年隊の育成支援を継続的に展開し、次世代を担う緑の意識醸成に努めた。 

 

  ４  森林づくり普及啓発等事業  （公益目的事業４） 

「とくしま林業アカデミー」では、第 10 期生 10 名が研修を終え、現在は県内各地で活躍して

いる。今期の求人状況については、県内の森林組合や林業事業体から 49 人の求人が寄せら

れ、求人倍率は依然として 4 倍を超える高水準にあり、人材確保が深刻な課題となる中、林業

アカデミーへの期待は一層高まっている。 

また、令和 6 年度に開校した「三好林業アカデミー」においても、3 名が課程を修了し、地域

の林業現場に就業した。 

令和 8 年度は、とくしま林業アカデミー第 11 期生 13 名と、三好林業アカデミー3 期

生 4 名の研修生を迎えており、協力して徳島の林業を次代へつなぐ人材育成に取り組

む。 

 



［収益目的事業］ 

 

  １  木材生産販売等事業（収益事業１） 

木材生産販売等事業では、増大する新たな需要に対応すべく事業規模を拡大するととも

に、森林組合や素材生産業者との共同販売(仕入販売)も強化し、大規模需要を県内全域へ

波及できるよう供給力の強化に努めた。その結果、取扱量は前年度比 15％増の 7.1 万 m3、

売上額は前年度比 2 割増の約 7 億円と、いずれも過去最大となり、人件費や輸送費等のコス

ト上昇局面においても、経営の効率化により約 4,100 万円の利益を確保した。 

機構直営班を擁する木材生産課においては、昨年度に 2 名の独立起業者を輩出した後の

新体制下であったが、ケーブルグラップル等の先進林業機械や、那賀川下流域に新設した専

用土場の効果的な活用などにより、目標としていた 1.2 万㎥の生産量を達成した。 

  

  ２  事務受託等事業（収益事業２） 

        林業改良普及協会をはじめとする林業・森林関係団体の事務受託を通じ、広範な関係者

による森づくり活動の基盤を支えるとともに、相互の連携強化を図るとともに、「とくしま森林

バンク」による放置林整備を加速させるため、職員の出向等による組織横断的な支援を実施

し、円滑な事業推進に努めた。 

    

 

［内部統制システムの運用状況］ 

 

  １  理事、職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

       法令及び定款、内部規定、事務分掌の定めにより、理事、職員の責任・権限の範囲を明確

にするとともに、拡大する業務に対する事務局体制を強化した。 

 

  ２  理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

         理事会その他の重要な会議の情報や、決裁に係る情報は、法令、定款、内部規程に従って

作成し、適切に保存・管理している。 

 

  ３  業務の適正を確保するための体制 

       事務局の月次定例会でコンプライアンスを検証・指導するとともに、会計監査人による定期

監査や税理士による月次確認を実施、日常的なオンライン会計ソフトの使用により、適正な経

理に努めている。 

       また、法令遵守規程及び内部監査規程に基づき、技術支援課の無料職業紹介所に係る事

務を対象に、業務の内容及び準拠性について業務監査を実施した。 


